
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和７年４月２２日（火）   ８：０１～８：０９ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：石 破   茂 内閣総理大臣 

村 上 誠一郎 国務大臣（総務大臣） 

鈴 木 馨 祐 国務大臣（法務大臣） 

岩 屋 毅 国務大臣（外務大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

あ べ 俊 子 国務大臣（文部科学大臣） 

福 岡 資 麿 国務大臣（厚生労働大臣） 

江 藤 拓 国務大臣（農林水産大臣） 

武 藤 容 治 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

中 野 洋 昌 国務大臣（国土交通大臣） 

浅 尾 慶一郎 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

中 谷 元 国務大臣（防衛大臣） 

林 芳 正 国務大臣（内閣官房長官） 

平 将 明 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

伊 藤 忠 彦 国務大臣（復興大臣） 

坂 井 学 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

三 原じゅん子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

赤 澤 亮 正 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

城 内 実 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

伊 東 良 孝 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：橘 慶一郎 内閣官房副長官 

青 木 一 彦 内閣官房副長官 

佐 藤 文 俊 内閣官房副長官 

岩 尾 信 行 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件       ２件 

○国会提出案件     ４件 

○公布（法律）     ３件 

○政令         ４件 

○人事         ４件 

〇配布         ２件 

いずれも、案件表のとおり、決定、了解等となった。 
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議事内容： 

○林国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。 

まず、閣議案件について、青木副長官から御説明申し上げます。 

○青木内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、令和７年度「中

小企業者に関する国等の契約の基本方針」について、御決定をお願いいたします。

本件につきましては、後程、経済産業大臣から御発言があります。 
次に、恩赦２件について、御決定をお願いいたします。いずれも復権を行うもの

であります。 
次に、質問主意書に対する答弁書４件について、お手元の資料のとおり、御決定

をお願いいたします。 
次に、法律の公布について、御決定をお願いいたします。「電波法及び放送法の一

部改正法」外２件が、１８日の参議院本会議において、可決成立したものでありま

す。 
  次に、政令４件について、御決定をお願いいたします。まず、「災害弔慰金の支給

等に関する法律施行令の一部改正令」は、東日本大震災に係る災害援護資金の貸付

けについて、市町村が償還金の支払猶予を行った場合に、その財源を貸し付けてい

る国及び都県の償還に係る履行期限を延長する特約を設ける等の措置を講ずるも

のであります。 
次に、「令和６年９月２０日から同月２３日までの間の豪雨による災害について

の激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定令の一部改正令」は、中小企業信

用保険法による災害関係保証の特例の適用期間を令和８年４月２８日まで１年間

延長するものであります。 
  次に、「通貨の単位及び貨幣の発行等に関する法律施行令の一部改正令」は、国立

公園制度１００周年の記念貨幣について、追加発行分の素材、発行枚数等を定める

ものであります。 
  次に、「住宅セーフティネット法等の一部改正法の施行期日令」は、同改正法の施

行期日を本年１０月１日等とするものであります。 
  次に、人事案件について、申し上げます。まず、加藤財務大臣が、Ｇ２０財務大

臣・中央銀行総裁会議出席等のため、本日から２６日まで、海外出張されますので、

御了解をお願いいたします。 
  次に、西原英晃外６５７名の叙位、叙勲又は紺綬褒章授与等について、御決定を

お願いいたします。 
  次に、件名外の人事案件について、申し上げます。令和７年春の叙勲３，９９１

名、外国人叙勲１０７名を４月２９日に発令することについて、それぞれ御決定を

お願いいたします。なお、発令日までの間に死亡した候補者につきましては、死亡

日の日付で勲章を授与等することとし、また、勲章を授与等することがふさわしく

ない事由が生じた候補者につきましては、その発令を留保することとしております。

報道関係の取扱いにつきましては、４月２９日午前５時から報道解禁となっており

ますので、特に御留意いただきますようお願いいたします｡これらのことに関連い
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たしまして、後程、内閣官房長官から御発言があります。 
○林国務大臣：次に、大臣発言がございます。まず、経済産業大臣。 
〇武藤国務大臣：「令和７年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」について

概要を申し上げます。｢契約の基本方針｣では、官公需における中小企業・小規模事

業者の受注機会を増大させるため、目標と措置を定めております。今年度の目標と

して、官公需総額に占める割合を６１パーセント、契約額を５兆９，１９３億円と

定めました。加えて、官公需において国等が率先して協議を行い、受注者からの申

し出に誠実に対応すること、ダンピングの排除徹底のため、低入札価格調査を厳格

化するなどの措置を盛り込んでおります。方針の取りまとめに当たっては、各府省

から御協力いただきました。適切な価格交渉・転嫁が行われるよう、今後とも、最

大限の御尽力と御配慮をお願いいたします。 
○林国務大臣：次に、私から、令和７年春の叙勲及び外国人叙勲について、申し上げ

ます。令和７年春の叙勲及び外国人叙勲の候補者については、厳正な審査を経てお

手元に配付の資料のとおりとなりました。これらの候補者につきましては、閣議で

御決定いただいた後、天皇陛下の御裁可を仰いだ上で、来る４月２９日に発令する

運びとなっております。 
次に、内閣総理大臣から御発言がございます。 

〇石破内閣総理大臣：加藤大臣は、海外出張いたしますが、その出張不在中、村上大

臣を臨時代理とすることといたします。 
〇林国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。 

引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。 
なお、海外出張された赤澤大臣の帰朝報告は、お手元の資料のとおりです。 
御発言はございますか。 
無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和７年 

４月 22日 

◎ 一 般 案件

○ 令 和 ７年 度中 小 企業 者 に関 す る国 等 の契 約 の基 本

方 針 につ いて （ 決定 ）            （ 経 済産 業 省）

☆ 恩 赦に つい て （決 定 ）              （ 内 閣官 房 ）

◎ 国 会 提出 案件

1.衆 議 院議 員 屋良 朝 博（ 立 憲） 提 出良 質 な幼 児

教 育 を 提供す る ため の 子ど も ・子 育 て支 援 制

度 等 の 改善に 関 する 質 問に 対 する 答 弁書 に つ

い て （ 決定）              （こ ど も家庭 庁 ）

○ 1. 衆 議院 議 員屋 良 朝博 （ 立憲 ） 提出 良 質な 幼 児

教 育 実 現 のため の 制度 の 整備 に 関す る 質問 に

対 す る 答 弁書に つ いて （ 決定 )( 文部 科 学省 ）

1. 衆議 院議 員屋 良 朝博 （ 立憲 ） 提出 幼 稚園 等 の

体 制 及 び施設 の 整備 支 援に 関 する 質 問に 対 す

る 答 弁 書につ い て（ 決 定）     （同 上 ）

1. 参 議院 議員 福 島み ず ほ（ 立 憲） 提 出石 綿 健康

被 害 救 済法に よ る特 別 遺族 給 付金 の 認定 に 係

る 旧 国 鉄元職 員 の遺 族 及び Ｊ Ｒ元 職 員の 遺 族

間 の 権 衡に関 す る再 質 問に 対 する 答 弁書 に つ

い て （ 決定）        （国 土 交通 省 ）

◎ 公 布 （法律 ）

1.電波 法及 び 放送 法 の一 部 を改 正 する 法 律

（ 決 定 ）

☆ 1. 児童 福祉 法 等の 一 部を 改 正す る 法律 （ 決定 ）

1. 鳥獣 の保 護及 び 管理 並 びに 狩 猟の 適 正化 に 関

す る 法 律 の一部 を 改正 す る法 律 （決 定 ）

（ 火 ）閣 議 案 件

資 料
あ り  

資 料  
な し

資 料
な し

資 料
あ り

［ 別　添 ］
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◎ 政  令 

○ 災 害 弔慰 金の 支 給等 に 関す る 法律 施 行令 の 一部 を 

改 正 す る政 令（ 決 定）  （内 閣 府本 府 ・財 務 省） 

〃  ○ 令 和６年 ９ 月２ ０ 日か ら 同月 ２ ３日 ま での 間 の豪 

雨 に よ る災 害に つ いて の 激甚 災 害及 び これ に 対し 

適 用 す べき 措置 の 指定 に 関す る 政令 の 一部 を 改正 

す る 政 令（ 決定 ） 

（ 内 閣府 本府・ 財 務・ 経 済産 業 省） 

〃  ○ 通 貨の単 位 及び 貨 幣の 発 行等 に 関す る 法律 施 行令 

の 一 部 を改 正す る 政令 （ 決定 ）    （財 務 省） 

〃  ○ 住 宅確保 要 配慮 者 に対 す る賃 貸 住宅 の 供給 の 促進 

に 関 す る法 律等 の 一部 を 改正 す る法 律 の施 行 期日 

を 定 め る政 令（ 決 定） （ 国土 交 通・ 厚 生労 働 省） 

 

◎ 人  事 

☆ 財 務 大臣 加藤 勝 信の 海 外出 張 につ い て（ 了 解） 

☆ 京 都 大学 名誉 教 授西 原 英晃 外 ６５ ７ 名の 叙 位、 叙 

勲 又 は 紺綬 褒章 授 与等 に つい て （決 定 ） 

 

◎ 配  布 

☆ 月 例 経済 報告          （ 内閣 府 本府 ） 

☆ 令 和 ７年 度「 財 政法 第 ４６ 条 に基 づ く国 民 への 財 

政 報 告 」に つい て          （財 務 省） 

 

 

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

 

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
資 料  
あ り  
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令和７年 

４月 22日 

 

◎ 人  事   

 ○ 令 和 ７年春 の 叙勲 に つい て （決 定 ） 

〃  ○ 令和 ７年 春 の外 国 人叙 勲 につ い て（ 決 定） 

 

 

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

 

（ 火 ）   件 名 外 案 件 

資 料  
あ り  
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